
主要施策名：（１）道路交通体系の整備

基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業

コード
事務事業 所管課

（１）広域交通ネット
ワークの整備

411-1 道路改良推進事業 建設課

（２）生活道路網の整
備

412-1 道路新設改良事業 建設課

（１）広域交通ネット
ワークの整備

411-2 社会資本整備総合交付金事業（道路） 建設課

412-2 道路維持事業 建設管理課

412-3 防災・安全交付金事業（道路） 建設管理課

412-4 橋りょうメンテナンスサイクル事業 建設管理課

事務事業本数：6

④便利で快適な
都市づくり

（１）道路交通体
系の整備

（２）生活道路網の整
備
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 2 目 1 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ ■ □ ■ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

4,148 1,778 1,778

合　　　　　計 1,509 10,833 13,148 22,967

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.15 0.70 0.30 0.30

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 881

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 628 6,685 11,370 21,189 0

一般財源 628 6,685 11,370 21,189

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容

・道路新設改良等による市道の認定業務を行う。
・国道及び県道整備における期成会への負担金支払業務を行う。
・道路台帳の修正業務を行う。
・県市協定で位置づけられた（仮）東西道路及び（主）玉名立花線の整
備に伴う高瀬地区及びその周辺地区の道路のあり方について調査・検
討する業務を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　7　）本

① 市道認定に関する業務

② 期成会等負担金支出業務

③ 道路台帳修正業務委託事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 負担金

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

生活道路の改善のために市道認定を行い、新設改良等を行なう必要がある。また、国道や県道等の期成会での要
望活動を通じて早期整備を求める。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民（地域住民や来訪者）

意図
（どのような状態にしたいか）

市道等の改良を推進して、道路の安全性を図るとともに国道や県道等の早期整備を実現させ、利便性の向上を図
る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 道路法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 公共施設等総合管理計画

総合計画での位置付け

基本目標（章） ④便利で快適な都市づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）道路交通体系の整備
□ 該当施策区分 （１）広域交通ネットワークの整備

事務事業の名称 道路改良推進事業
所管課 建設課

評価者（担当者） 春田賢二、西山美和

事務事業コード 411-1 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

■

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
広域ネットワークの整備には、期成会を通じた活動が必要不可欠である。また、道路台帳の修正業務
においても当該年度行った市道新設・改良等箇所を最新の情報にしておくために今後も継続して行う
必要がある。

評価責任者

田代史典

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

道路台帳修正業務委託事業においては、当該年度道路新設・改良された部分全ての修正委託業務であるので、現状のまま
継続とする。
また、他団体と共同で行う期成会活動は、国道等の早期整備や生活道路の改善には必要であるので、現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

市が行う事業であるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

100 100 100

94 100 100
1 道路台帳修正実施率

道路台帳の修正延長/市道認定（廃
止）延長

％
100

38.16% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

22,967

対象１単位あたりのコスト（千円） 216 1,354 877 2,297

H30年度予算

対象（ 道路台帳修正延長 7 8 15 10
コ
ス
ト
評
価

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 1,509 10,833 13,148

コスト評価（対前年比） *** 15.92% （↓） 154.49% （↑）

6 6 6

道路台帳修正業務委託事
業

道路台帳の修正業務を行う。 市道修正路線件数 件 80 91 103 90

期成会等負担金支出業務
負担金を支出することにより業
務の遂行を図る。

負担金支出回数 回 6

H28実績 H29実績 H30計画

市道認定に関する業務
市道の認定及び廃止等の処理
を行う。

議案提出回数 回 1 2 2 0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績
【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ ■ ：

■

■ □

□ □ ■ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 2 目 3 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

95

13,627 20,738 20,738

合　　　　　計 421,497 353,344 550,312 479,586

人
件
費

職
員
の

職員人工数 2.00 2.30 3.50 3.50

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 11,742

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 409,755 339,717 529,574 458,848 0

一般財源 20,555 17,417 26,574 23,248

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

389,200 322,300 503,000 435,600 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容
地元要望等を受け、緊急度の高い順に拡幅、路面舗装などの改良事
業を実施する。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　6　）本

① 市道新設改良設計委託事業

② 市道新設改良事業

③ 市道新設改良工事用地購入事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

地元からの要望に対して、市道の幅員狭小、その他交通障害などを改善していく必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

道路利用者

意図
（どのような状態にしたいか）

快適な道路環境や安全性を確保する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 5,585,308 千円】

法令、県･市条例等【 道路法、土地収用法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 H17～H37 年度予定

その他の計画【 地元区長からの陳情書、要望書

総合計画での位置付け

基本目標（章） ④便利で快適な都市づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）道路交通体系の整備
■ 該当施策区分 （２）生活道路網の整備

事務事業の名称 道路新設改良事業
所管課 建設課

評価者（担当者） 松本浩二

事務事業コード 412-1 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見 事業実施の優先度等の透明性を確保するため基準等の整備を行っていく必要がある。

評価責任者

田代史典

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

要望の事業化に向け、道路網再編検討業務も見据えて、道路整備要望に対する明確な優先基準や実施基準等の検討を行っ
ていく必要がある。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

事業実施の優先度の選考基準の検討を行っていくとあったが、内容等の検討が実施できなかった。要望に対する優先度を明
確化し効率的な整備促進を図っていく必要がある。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

30 28 28

29 22 37
1 整備路線数 整備した市道の路線数 箇所

50

86.84% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

479,586

対象１単位あたりのコスト（千円） 14,534 16,061 14,873 17,128

H30年度予算

対象（ 整備路線数 29 22 37 28
コ
ス
ト
評
価

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 421,497 353,344 550,312

コスト評価（対前年比） *** 90.49% （↓） 107.99% （↑）

22 37 28

市道新設改良工事用地購
入事業

計画路線に伴う用地の買収を
行う。

用地買収件数 件 64 56 68 153

市道新設改良事業 道路改良工事を発注する。 工事発注箇所数 箇所 39

H28実績 H29実績 H30計画

市道新設改良設計委託事
業

現道の測量・計画路線の設計
を委託する。

委託発注件数 件 33 26 30 4

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績
【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

■ ■ ：

■

■ □

□ □ ■ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 2 目 3 18

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ □ ■

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

― ％

％

95

10,073 10,073 5,036

合　　　　　計 301,110 255,754 456,077 771,627

人
件
費

職
員
の

職員人工数 2.30 1.70 1.70 0.85

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 13,503

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 625 613 1,214 1,221

131,289

小　　　　計 287,607 245,681 446,004 766,591 3,924,394

一般財源 11,423 10,581 19,963 29,440

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

212,472 194,000 373,820 554,400 2,304,200

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 63,712 41,100 52,221 182,751 1,488,905

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容

・【岱明玉名線】県道長洲玉名線からＪＲを高架し国道208号までの区間
の道路整備を行う。Ｌ＝1100、Ｗ＝14.5
・【小浜繁根木線】ＪＲ砂天神踏切付近の道路拡幅を行う。Ｌ＝280、Ｗ
＝10
・【松木１４号線】小浜繁根木との交差点の改良を行う。
・【竹崎１号線】１車線から２車線道路へ道路拡幅を行う。Ｌ＝70、Ｗ＝7

⇒

事務事業を構成する細事業（　10　）本

① 岱明玉名線道路整備事業（補助）

② 小浜繁根木線道路整備事業（補助）

③ 松木14号線道路整備事業（補助）

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 年度から】 H17年度 年度～ H32年度 年度まで】

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

玉名市は、東西方向を横断する多様な道路を有しているが南北方向を縦断するアクセス道路に乏しい。中心市街地
へのアクセス道路や物流・観光・緊急輸送路としての道路網の整備が必要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

道路利用者

意図
（どのような状態にしたいか）

各拠点をつなぐ、それぞれの地域の実情に沿った道路の整備を行う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 4,444,590 千円】

法令、県･市条例等【 　道路法、土地収用法、河川法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 H17～H32 年度予定

その他の計画【 　社会資本整備総合交付金

総合計画での位置付け

基本目標（章） ④便利で快適な都市づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）道路交通体系の整備
□ 該当施策区分 （１）広域交通ネットワークの整備

事務事業の名称 社会資本整備総合交付金事業（道路）
所管課 建設課

評価者（担当者） 植田暁人、池田篤志

事務事業コード 411-2 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見 重要な路線であるため、早期整備を目指し継続して行う必要がある。

評価責任者

田代史典

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

整備方針について策定完了したので、スケジュール管理を行い、計画的に段階的に工事を進める。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

近接工事や関係機関との協議を行い、工程の調整を行い施工に遅れが生じないよう注意する。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由 落札による当該年度事業費の減少と、総事業費の見直しによる全体事業費の増加に伴う、進捗率の低下。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

67.3 100

33.8 69.9 100
2

小浜繁根木線・松木14号線・竹崎1号線の
整備率

全体計画整備率
（事業費ベース）

％
34.3

57.3 72.2 80.0

53.6 55.9 67.1
1 岱明玉名線の整備率

計画整備率
（事業費ベース）

％
53.6

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

771,627

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

H30年度予算

対象（ 整備延長の合計 0 0 0 0
コ
ス
ト
評
価

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 301,110 255,754 456,077

コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

28 473.7 －

松木14号線道路整備事業
（補助）

本線等の工事を行う。 整備延長 m 0 0 112.2 －

小浜繁根木線道路整備事
業（補助）

本線、JR踏切等の工事を行
う。

整備延長 m 200

H28実績 H29実績 H30計画

岱明玉名線道路整備事業
（補助）

本線、国道、県道、JR橋等の
工事を行う。

整備延長 m 250 93 215 384

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績
【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】

【18】

【20】
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【２５】

【２７】
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≪基本情報≫

■ □ ：

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 8 項 2 目 2 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

95

27,788 20,975 20,975

合　　　　　計 211,109 326,526 359,711 381,354

人
件
費

職
員
の

職員人工数 3.00 4.69 3.54 3.54

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 17,613

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 193,496 298,738 338,736 360,379 0

一般財源 128,496 189,613 171,136 200,979

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

65,000 109,125 167,600 159,400 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容
摩耗・劣化し路面状況が悪化した道路の修繕や道路の除草作業など
玉名市道の維持管理を行う。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　21　）本

① 市道維持修繕事業

② 市道除草業務委託事業

③ 道路維持工事請負事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

道路管理者は、道路を常時良好に保つよう維持・修繕し、一般交通に支障を及ぼさないようにしなければならないと
いう責務を負っていることから、道路及びこれに付帯する施設の機能を維持する必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

道路利用者

意図
（どのような状態にしたいか）

道路利用者の安心・安全のため、玉名市道の維持管理・街路樹等の整備を行い、良好な交通環境を維持する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 道路法、玉名市道路占用料徴収条例、玉名市法定外公共物管理条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【

総合計画での位置付け

基本目標（章） ④便利で快適な都市づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）道路交通体系の整備
■ 該当施策区分 （２）生活道路網の整備

事務事業の名称 道路維持事業
所管課 建設管理課

評価者（担当者） 柴尾　香織

事務事業コード 412-2 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見 道路維持に関する事業は、市民の安全を守る上で重要な事業であり、今後も継続する必要性がある。

評価責任者

二瀬哲也

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

道路利用者への良好な交通環境を維持するためにも、パトロールの強化に努め、要望箇所については計画的に修繕、工事を
行っていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

市が行う事業であるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

未登記関係等業務については計画的に処理を進めている。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由 成果指標の変更により目標値がないため

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

5 5 8

4 8 8
2 未登記関係処理件数 未登記関係の処理件数 件

5

― ― 2741

1315.1 2017.8 3714.3
1 市道舗装工事延長 舗装工事を行った延長 ｍ

―

93.77% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

381,354

対象１単位あたりのコスト（千円） 3 5 5 6

H30年度予算

対象（ 市民 68060 67577 67242 66850
コ
ス
ト
評
価

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 211,109 326,526 359,711

コスト評価（対前年比） *** 64.19% （↓） 90.32% （↓）

304761 306370 354307

道路維持工事請負事業 劣化等した道路工事を行う。 工事件数 箇所 8 8 41 33

市道除草業務委託事業
委託により道路の除草作業を
行う。

市道除草委託業務面
積

㎡ 303861

H28実績 H29実績 H30計画

市道維持修繕事業 劣化等した道路の修繕を行う。 道路修繕箇所 箇所 85 85 151 100

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績
【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

■ □ ：

■

□ □

□ □ ■ □

□ □

■ □ 】 款 8 項 2 目 3 12

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

60 ％

％

95

8,888 3,259 593

合　　　　　計 98,495 68,401 3,259 593

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.55 1.50 0.55 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 9,100

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 89,395 59,513 0 0 0

一般財源 2,452 7,252 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

46,810 21,648 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 40,133 30,613 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容
路面性状調査を基に、緊急度の高い順に路面舗装の改良事業を実施
する。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 防災・安全交付金工事請負事業

② 防災・安全交付金委託事業

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H24 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

玉名市道の道路舗装の危険な箇所を改善していく必要性がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

道路利用者

意図
（どのような状態にしたいか）

快適な道路環境や安全性を確保する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 道路法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【

総合計画での位置付け

基本目標（章） ④便利で快適な都市づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）道路交通体系の整備
■ 該当施策区分 （２）生活道路網の整備

事務事業の名称 防災・安全交付金事業（道路）
所管課 建設管理課

評価者（担当者） 柴尾香織

事務事業コード 412-3 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
この事業については、交付金の条件等が厳しく本市では、今年度は取り組む予定はないが、平成31年
度については、概算要望を提出する予定である。

評価責任者

二瀬哲也

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

Ｈ29、Ｈ30は補助対象外のため事業実施なし。次年度の事業実施のため準備を進める。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

Ｈ29は事業実施なし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

12 0 0

10 8 0
1 整備路線数 整備した市道の路線数 箇所

12

546.45% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

593

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 1 0 0

H30年度予算

対象（ 市民 68060 67577 67242 66850
コ
ス
ト
評
価

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 98,495 68,401 3,259

コスト評価（対前年比） *** 142.98% （↑） 2088.28% （↑）

8 0 0
防災・安全交付金委託事
業

舗装工事を発注する。 工事発注件数 件 10

H28実績 H29実績 H30計画

防災・安全交付金工事請
負事業

現道の路面性状調査及び構造
調査等の委託する。

委託発注件数 件 2 1 0 0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績
【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 8 項 2 目 4 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

― ％

％

―

0 24,292 24,292

合　　　　　計 74,048 111,261 179,035 185,293

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.00 4.10 4.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 0

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 74,048 111,261 154,743 161,001 0

一般財源 3,346 32,711 64,902 28,001

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

36,100 22,800 41,196 80,200 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 34,602 55,750 48,645 52,800 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容 橋りょう点検結果を基に、損傷度の高い橋梁から修繕等を図っていく。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　6　）本

① 橋梁補修及び補強工事事業（措置）

② 橋梁補修設計及び調査業務委託（措置）

③ 点検・診断事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H26 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

橋梁は平成26年の省令告示によりメンテナンスサイクル構築が義務化された。これは橋梁管理を事後保全型から予防保全型へ移行するものである。他市に比べ多くの橋梁
を管理する本市は、限られた予算と人員ではすべての老朽化橋梁を補修できない。しかし、管理者として優先順位の低い小規模橋の劣化を放置できない。そのため、廉価で
効果的な補修方法の立案として、玉名市独自の取組として①橋梁トリアージによる優先順位の明確化②直営施工によるコスト縮減を行い、橋梁の長寿命化を行っている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

橋梁利用者、市橋梁

意図
（どのような状態にしたいか）

市道路管理橋の長寿命化修繕計画の策定及び損傷度把握のための点検を実施し、橋りょうのメンテナンスサイクル
に係る費用の縮減及び適切な橋梁資産の管理を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 道路法、道路法施行令、道路法施行規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市橋梁長寿命化計画、玉名市公共施設等総合管理計画

総合計画での位置付け

基本目標（章） ④便利で快適な都市づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）道路交通体系の整備
■ 該当施策区分 （２）生活道路網の整備

事務事業の名称 橋りょうメンテナンスサイクル事業
所管課 建設管理課

評価者（担当者） 中山　浩文

事務事業コード 412-4 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見 橋梁事業については、市民の安全を守るために重要な事業であり、今後も継続する必要性がある。

評価責任者

二瀬　哲也

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

Ｈ26年7月に道路法や道路法施行令・施行規則が改正され、全ての橋梁において、点検→診断→措置→記録を５ヶ年毎に行う
メンテナンスサイクルが義務化されており、計画的に事業の実施を図っている。引き続き、橋梁等の道路構造物が急速に老朽
化することを踏まえ、財源の確保・技術力の向上・人員不足の解消に努める。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

市が行う事業のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

平成29年度より「橋りょう維持事業」と「橋りょう長寿命化事業」を統合し、橋梁メンテナンス事業として一本化し、計画的な事業
の実施が図られている。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

6 11 24

4 11 63
1

橋梁措置件数
※橋りょう維持事業と橋りょう長寿命化事業を統合

橋梁措置（修繕・工事・架替）件数（措置完了数ではない）
（H29年度末時点 保有数832橋） 橋

4

96.06% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

185,293

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 2 3 3

H30年度予算

対象（ 市民 68060 67577 67242 66850
コ
ス
ト
評
価

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 74,048 111,261 179,035

コスト評価（対前年比） *** 66.08% （↓） 61.84% （↓）

1 5 8

点検・診断事業 橋梁の点検・診断を行う。 点検・診断橋梁数 橋 9 491 193 133

橋梁補修設計及び調査業
務委託（措置）

橋りょう維持請負工事を発注するための設計
等の業務を委託する。 業務委託発注数 本 7

H28実績 H29実績 H30計画

橋梁補修及び補強工事事
業（措置）

老朽化した橋梁の工事を行う。 工事発注橋梁数 橋 1 3 5 7

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績
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